福祉サービス第三者評価機関認証要綱の遵守にかかる誓約書
当団体は、福祉サービス第三者評価機関認証要綱（以下「認証要綱」という。）第２条の以下の各号を遵守することを誓約します。
今後、認証要綱第２条の各号を遵守できなくなった場合には、認証要綱第８条に基づき、速やかに認証を辞退します。
第２条
（１）法人格を有すること。
（２）福祉サービスを提供しないこと。

（４）サービス事業者及びそれを経営する者が、当該団体の会員等のうち半数を超えている場合には、原則として会員等となっているサービス事業者の評価は実施しないこと。ただし、次の各項をすべて満たす場合にはこの限りではない。

ア　外部の委員で構成する第三者性を有した委員会を設置し、評価結果を決定するに当たっては、評価結果について、あらかじめ同委員会の承認を得ること。

イ　当面、同一のサービス事業者を２回連続して評価しないこと。

（５）評価機関の代表者や理事、役員等が関係するサービス事業者の評価を行わないこと。

（６）評価機関が関係するサービス事業者の評価を行わないこと。

（７）評価機関と経営母体が同一であるサービス事業者の評価を行わないこと。

（８）評価機関は、評価契約締結日から３年間は評価を実施したサービス事業者の事業に関係しないこと。
（９）評価者（評価を行うのに必要な資格や経験を有し、機構が実施する評価者養成講習を修了し、必要なフォローアップ研修を受講している者で、かつ機構が公表する名簿に登載されている者）であって、かつ当該評価機関を主たる所属とする者が３人以上所属していること。新たに申請する際は、評価実績があり事業に関して援助指導ができる評価者（従たる所属評価者を含む）が１人以上所属していること。

（９）の２　当該評価機関を主たる所属とする者のうち、別途区分する評価を行うのに必要な資格や経験を有している者をそれぞれ１人以上確保すること。

（９）の３　当該評価機関に所属する者のうち、少なくとも１人は東京都福祉サービス第三者評価について一定の評価経験があること（前年度認証評価機関は除く。）。
（９）の５　評価を行う際には、当該評価機関に所属する評価者であることを証する書類を評価者に絶えず所持させ、サービス事業者の職員から提示を求められた時はそれを提示させること。

（10）所属する評価者に、評価者自らが所属等で関係するサービス事業者の評価を行わせないこと。

（11）所属する評価者に、評価者自らが業務等で関係するサービス事業者の評価を行わせないこと。

（12）評価の実施にあたっては、機構の定める評価手法及び共通評価項目をすべて取り込んで評価を行うこと。また、評価手法管理責任者を選任し、評価手法を順守するために必要な管理を行わせること。
（13）一件の評価は３人以上の評価者が一貫して実施すること。なお、面接調査や訪問調査などの実地調査は当該評価者が複数で行い、評価結果は、当該評価者を含む３人以上の合議により決定すること。ただし、機構が別に定める評価手法でこれと異なる定めを行った場合にあってはそれによるものとする。
（14）評価を実施した評価者、評価手順、共通評価項目の評価結果等について機構の定める様式を用いて報告すること。

（15）前項の評価結果等の報告内容を、機構が公表することを承諾すること。サービス事業者が評価結果等の一部または全部について公表を望まない場合は、その理由を附して機構に報告すること。その場合、機構が、公表を望まない旨が附されていたことを委員会に報告するとともに、その旨を公表することを、承諾すること。

（16）次の内容を開示すること。

ア　所属する評価者一覧（評価者の氏名、経歴、研修受講歴を含む）

イ　評価事業の実績一覧

（17）次の規程等を整備して開示すること。

ア　事業内容（組織、会計を含む）等に関する規程

イ　標準的な評価手順に関する規程

ウ　守秘義務に関する規程

エ　倫理規程

オ　料金表

カ　評価に関する異議や苦情の申立窓口及び責任者の設置

（18）機構の定めた事項について、四半期ごとに１回「評価実施状況届」を、毎年１回「現況報告書」を様式により機構へ報告すること。
（19）次の書類について、機構が、必要に応じ公表することを承諾すること。

ア　第３条に規定する申請書及び必要な添付書類

イ　第７条に規定する「認証時申請内容変更届」及び必要な添付書類

ウ　前号の「評価実施状況届」および「現況報告書」

（20）福祉サービス第三者評価システムの向上のために機構が行なう調査等に協力するよう努めること。

（21）当該評価機関を主たる所属とする者を育成・指導し、評価者の質の向上に取り組むこと。また、評価者育成責任者を選任し、評価者の質の向上の取組みに必要な管理を行わせること。
（21）の２当該評価機関を主たる所属とする者の育成状況等について、機構が定める「評価者育成計画兼報告書」により、年に３回機構へ報告すること。

（22）評価手法順守及び評価者育成の取組状況について、毎年１回自己点検を実施し、機構へ報告すること。
　　　　　　　　　　　　　　平成　　　　年　　　　月　　　　日
評価機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

